
　朝日新聞社と河合塾教育研究開発本部では、2011年度
から、共同調査「ひらく 日本の大学」を実施しています。
例年、高大接続改革への対応や大学経営の中長期ビジョ
ンなどのトピックスのほか、学士課程教育の取り組みや
卒業後の進路など、大学選びに活用できる情報を調査し、
新聞や『ガイドライン』で報告してきました。
　2020年度は、例年の調査の時期を秋に遅らせ、６月～
８月にかけて、新型コロナウイルス感染拡大の影響で各
大学が取り組んだ遠隔授業や学生支援、2021年度入試
への影響などについて聞く「緊急調査」を実施しました。
　今回の特集では、緊急調査の結果の概要と、大学への
取材記事を掲載します。
　調査・取材にご協力いただいた大学の皆様には、厚く
御礼申し上げます。

C O N T E N T S

2020年度「ひらく 日本の大学」緊急調査 実施概要

Part.1  調査結果より

2021年度入試への影響 �   p3

遠隔授業 �   p6

大学への影響 �   p8

国際化に与える影響 �   p9

学生支援 �   p10

Part.2  大学事例

宇都宮大学   学生支援   �   p11

横浜国立大学   2021年度入試   �   p14

専修大学   遠隔授業   �   p16

１．調査の実施期間

2020年６月～８月

２．調査の方法

ホームページからのダウンロード、郵送

３．調査内容

（１）�新型コロナウイルス感染拡大が大学に与える影響
について

（２）2021年度入試への影響

４．調査の対象

国公私立大学768校（大学院大学・通信制のみの大
学は除く）

５．調査ご協力校数

下記の（１）・（２）のいずれかにご回答いただいた大学数は
671校（回答率87％）です。

（１）�「新型コロナウイルス感染拡大が大学に与える影
響について」
国立大学　　  80校（回答率　98%）
公立大学　　  80校（回答率　87%）
私立大学　　504校（回答率　85%）
合計　　　　664校（回答率　86%）
※集計は663大学を対象に行いました。

（２）「2021年度入試への影響」
国立大学　　  79校 （回答率　96%）
公立大学　　  74校 （回答率　80%）
私立大学　　491校 （回答率　83%）
合計　　　　644校 （回答率　84%）
※集計は643大学を対象に行いました。
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加の受験料を徴収せずに別日程への受験の振替」の少な

くともいずれか１つの方策を講ずるよう求めた。

　出題範囲についても配慮を求めている。具体的には、

共通テストの指定科目を、高３で履修することの多い地

歴・公民、理科の２科目指定を１科目に減じる、指定科

目以外の科目へ変更（例：物理→物理基礎）を認めるな

どである。大学個別試験については、数学Ⅲ・基礎を付

さない理科（物理・化学・生物・地学）、地歴Ｂ（世界

史Ｂ・日本史Ｂ・地理Ｂ）、倫理、政治・経済などは、

問題を選択できる出題方法とする、教科書で「発展的な

学習内容」として記載されている内容からは出題しない、

出題する場合は補足事項を記載する、などである。

　実施要項を受け、国立大学協会は、新型コロナウイル

ス感染症への対策を盛り込んだ「2021年度入学者選抜

についての実施要領」（改訂版）を７月13日に公表した。

新型コロナウイルス感染症等に罹患した志願者の受験機

会の確保のため、前期・後期日程の追試験を、３月22

日を試験第１日として一斉実施する。

　大学への共通テスト成績提供日が約１週間遅れるため、

国立大の入試日程は当初の予定から変更が生じている。

具体的には、共通テストを課す総合型選抜・学校推薦型

は、合格発表日・入学手続き締切日が約１週間遅くなる。

合格発表日は、両選抜ともに２月10日から16日へ、入

学手続き締切日は２月22日となった。一般選抜は、出

願締切日を２月３日から５日へと繰り下げる。第１段階

選抜の合格発表は、前期日程２月16日まで、後期日程

３月３日までとなった。また、共通テスト特例追試験受

験者については、一般選抜の出願期間は２月15 ～ 18

日の４日間と期間は短いが、自己採点の結果を踏まえた

出願校決定ができるスケジュールとなった。

一般選抜の追試の実施などを含む
「受験機会の確保」は４割が予定、３割が検討中

　「ひらく 日本の大学」緊急調査では、このような状況

を踏まえて、各大学に入学者選抜について新型コロナウ

イルス感染拡大以前の予定からの変更の有無を聞いた。

実施要項が公表された後に調査を開始し、８月４日を調

査の締め切りとした。しかし、ちょうど各大学がさまざ

まな措置を検討している期間と重なったこともあり、措

置が決定する前に回答した大学と、措置が決定した後に

回答した大学が混在している状況となった。

　総合型選抜＜図表１＞では、文部科学省が新型コロナ

文部科学省より大学に対して
一般選抜での追試験の設定、出題範囲など
さまざまな配慮事項を要請

　新型コロナウイルスは2021年度入試にも大きな影響を

与えている。そこで、朝日新聞社×河合塾の「ひらく 

日本の大学」緊急調査結果についてレポートする前に、

どのような変更が生じているのかを確認しておく。

　新型コロナウイルスの感染拡大への対応として、文部

科学省は５月14日に2021年度入学者選抜のうち総合型

選抜・学校推薦型選抜における配慮事項を各大学に要請

した。次いで、６月19日に、「令和３年度大学入学者選

抜実施要項について」（以下、実施要項）が各大学等に

通知された。同時に、「令和３年度大学入学者選抜に係

る新型コロナウイルス感染症に対応した試験実施のガイ

ドライン」（以下、ガイドライン）も示された。

　実施要項は、大学入試改革に伴う2021年度入試から

の変更に対応した内容となったほか、新型コロナウイル

ス感染症対策に伴う入試日程や試験実施上の配慮等が盛

り込まれた。配慮として、「高等学校等の臨時休業によ

る学業の遅れ」「罹患した受験生の受験機会確保」の２

つの視点が示された。

　具体的には、大学入学共通テスト（以下、共通テスト）

は３回実施される。１月16日・17日（以下、第１日程）、

１月30日・31日（以下、第２日程）に行われ、2月13

日・14日に特例追試験が実施される。第１日程と第２

日程は、大学入試センターの作問委員が同じ作問方針に

基づいて、同等の学力を測定することができるように配

慮しながら問題作成を行っているが、特例追試験は、大

学入試センター試験の時代に作成されたものであり、共

通テストの問題作成方針、試験時間や配点などと異なっ

ている。

　また、各大学の共通テストを利用する入試方式に大き

な影響を及ぼす、第１日程と第２日程で受験した成績の

大学への提供は、例年より１週間程度後ろ倒しになる予

定であることも示された。

　総合型選抜については、出願開始が当初の９月初旬か

ら２週間遅れの９月15日になったほか、「中止・延期と

なった大会や資格・検定試験等への対応」「ICTの活用」

「調査書への配慮」も盛り込まれた。

　一般選抜等で実施される個別学力検査への配慮事項と

しては、受験機会確保のため、「追試験の設定」か「追

2021年度入試への影響
Part 1 調査結果より
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ウイルス感染症への配慮事項として、総合型選抜の出願

を２週間遅くすることや、共通テストを課す場合は合格

発表日が遅くなっていることもあり、「入試日程」の変

更・変更予定が最も多く43％となった。「受験機会の確

保」は「1.変更・変更予定」と「3．検討中」を合わせ

ると約４割、オンラインでの面接などICTの活用も求め

られている「実施方法」も選択肢の１と３を合わせると

約３割となる。学校推薦型選抜・一般選抜を含め、各大

学の最新の情報を把握した上での対応が必要だ。

 　学校推薦型選抜＜図表２＞は、「実施方法」は選択肢

１と３を合わせて約３割、「受験機会の確保」は約４割

となっている。「受験機会の確保」については、共通テ

ストの第２日程と試験日が重なった大学もあり、追試験

を予定すると回答した大学もあった。

 　一般選抜＜図表３＞は、実施要項で追試験の設定が

求められ、国立大学協会が追試験の実施の方針を明らか

にしたこともあり、「受験機会の確保」は「1.変更・変

更予定」が39％と多くなっている。変更のポイント等（自

由記述）を見ると、「受験機会の確保」として、私立大

学は振替受験を認めるという記載が目立つ。また、試験

会場については、自大学以外の会場を減らすという回答

の一方、自大学に来なくても受験できるように試験会場

を増やすと回答した大学もあり、対応が分かれるようだ。

 　一方で、文部科学省から配慮を求められていた「出

題範囲」は、国立大学協会から「入学志願者が不利にな

らないよう必要な措置を最大限講じる」よう求めるにと

どまり、具体的な対応は各大学の判断に委ねられた。そ

の影響もあってか、いずれの選抜方法においても「2．

変更しない」が70 ～ 85％となり、対応が難しい現状が

うかがえる。

　なお、変更にあたっての大学の考えや変更内容につい

てのポイントを具体的に記入してもらった。その内容は

＜図表４＞としてまとめた。「入試の変更は受験生の影

響が大きいので、基本的には最低限にとどめる」のほか、

特に私立大学を中心に「各選抜の日程について、複数日

程を設けており、受験機会は確保されている」という見

方を示す大学も散見された。

入学定員の超過、入試日程の複雑化を懸念

　文部科学省が示した方針や、対応する上での課題につ

いて聞いた。もちろん、一連の配慮事項を行った文部科

学省の政策について「よかった」という評価もあったが、

一方で、国公立大学では、入試日程、特に追試験に関す

る記述、入学定員超過への懸念が目立つ。私立大学は、

共通テストの成績提供日、入試の方向性を示す時期が遅

かったことによる影響（入試問題の作題、地方試験会場

の確保等）、必要経費の増加、入試日程の複雑化などが

挙がっている。また、共通テストが複数回にわたって実

施されることに関連して、設置者に限らず合否判定の困

難さや公平性を指摘するコメントが見られた。

＜図表２＞学校推薦型選抜（n＝643）＜図表１＞総合型選抜（n＝643）

＜図表３＞一般選抜（n＝643）
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自由記述より（一部抜粋も含む）

⃝入試方法が複雑になり、受験生にとってわかりにくいので
はないか。追試験により、日程が非常に過密となり大学側
の作業面で不安がある。また、合格者選考について、入学
定員超過の懸念、及び追加合格業務で混乱が生じる懸念が
ある。（国立大）
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大学名 内容

帯広畜産大学
一般選抜（前期日程）の第二次選考（合否ボーダーライン層の合否判定）において調査書の点数化を行う予定であったが、学校行事、各種
スポーツ・文化関係大会、資格検定試験の中止・延期等を考慮し、点数化は妥当ではないと判断し、令和３年度入試では実施を見送る
こととし、募集人員のすべてについて大学入学共通テストと個別学力検査の総合点で合否判定することとした。

弘前大学
評価対象から「調査書」を除き、志願者の意欲や行動力は、主として面接試験や志望理由書等により評価する。出願要件における資格
試験の要件は除外、一部の学部では評定平均値の要件を除外する。総合型選抜について、一部の選抜方法の削除や実技の実施方法を
動画の事前提出や接触の少ない内容に変更する。

京都大学

基本方針として、試験実施にあたっては、感染防止対策を十分にとるとともに、受験生の受験機会を確保することとしている。国立大
学協会の規定する入試日程に基づき、総合型選抜及び学校推薦型選抜の合格発表日を変更、一般選抜では出願期間を変更する。一般
選抜の出題範囲に関しては、学業の遅れが生じた受験生に対して大学入学共通テスト2回目の受験の機会があると考えるため、科目指
定の変更は行わない。個別学力検査では、高等学校の教科書にいわゆる発展的な学習内容などとして掲載されるような事項を題材とす
る問題は、設問中に必要な説明を加えるなどして出題する。

公立小松大学

個別試験当日に新型コロナウイルス感染症に罹患し治癒していない場合もしくは他者への感染の危険がある場合で、引き続き受験を希
望する方においては、以下のとおり対応する。
・大学入学共通テストを課す選抜：個別試験を実施せず、大学入学共通テストの成績と調査書等を参考にした合否判定を行う。�
・大学入学共通テストを課さない選抜：個別試験をオンラインによる面接や課題提出に替えて実施する。

兵庫県立大学

新型コロナウイルス感染症等で受験できなかった者に関し、2月1日以降に実施する一般選抜及び学校推薦型選抜（共通テストを課す）
において、追試験（個別学力検査を実施せず共通テストの成績や出願書類、面接による評価）の配慮を行うこととしている。国際商経
学部グローバルビジネスコース 一般選抜において、民間の英語資格・検定試験結果を提出できない場合、学校長からの証明書で出願を
認める。当日TOEFL ITP試験を実施し、評価対象とする。一般選抜（数学Ⅲ、理科）において、設問中に補足事項等を記載する場合が
ある。

流通経済大学
入学検定料をコロナ禍対策として、2021年度入試に限り35,000円から30,000円に変更。入学試験でコロナ禍対策緊急奨学生選抜を
実施。

神田外語大学
総合型選抜〈前期〉の実施をオンライン形式に変更。総合型選抜および学校推薦型選抜に設けている英語資格基準について、特別措置
として代替の資格を追加（特別措置の対象となる一部の資格・検定試験について、本学が受検機会を提供）。休校等の影響から調査書
に第３学年の記載ができない場合も可とし、それにより不利益を被らないよう対応。

デジタル
ハリウッド大学

・総合型選抜、学校推薦型選抜は全面的にオンライン実施（面接、グループワーク等含む）。
・一般選抜は三密を避けたうえで例年通りの実施を想定。

芝浦工業大学 総合型選抜および学校推薦型選抜の実施は、面接や筆記試験などすべてオンラインとする。

早稲田大学

一般選抜・共通テスト利用入試について。
⑴出題範囲の取り扱い：既に公開済みの内容から変更はありません。
⑵一般選抜における新型コロナウイルス感染症に対応するための「特例措置」：一般選抜においては、新型コロナウイルス感染症に罹患
された方等を対象に、文部科学省の定める追試験として「特例措置」の受験機会を設けます。「特例措置」は全学部において、大学入
学共通テストの成績により合否判定を行うものとし、早稲田大学への来場は不要とします。
⑶大学入学共通テストの日程複数化、特例追試験の設定への対応：一部学部で合格者発表日を変更するほか、共通テストを特例追試験
で受験した方のための合格者発表日を追加します。なお、全学部において試験日に変更はありません。
⑷試験における感染症対策の実施：文部科学省のガイドラインに従って、適切な感染症対策を実施する予定です。感染症対策の概要に
ついては、後日、周知いたします。
⑸英語4技能テスト（自宅受験版）の取り扱い：一般選抜において英語4技能テスト（自宅受験版）のスコアを利用する場合、次の通り
取り扱います。【利用可能】TOEFL iBT Special Home Edition 【利用不可】IELTS Indicator　

園田学園女子大学
本学では、新型コロナウイルス感染症拡大による受験生の経済的・心理的負担を軽減すべく、試験日までの準備期間が短い年内実施分
入試に対象を定めた検定料無償化を実施いたします。受験生支援策として「総合型選抜入試」「学校推薦型入試」「スポーツ特別選抜入試」
等、年内に実施予定の全入試の検定料30,000円を全額補助する全国初となる特別措置の実施を決定しています。

宮崎国際大学
・9月19日実施予定の総合型選抜第1回（全6回）を中止。
・2月6日実施予定の一般選抜前期を新型コロナウイルス感染により受験できない者については、3月20日実施予定の一般選抜後期に
振り替える。

＜図表４＞2021年度入試変更にあたっての考えや、変更内容のポイント（一部抜粋も含む）

　なお、これらの内容は調査時点の内容であり、各大学

の最新情報は、各大学のホームページや、河合塾の大学

入試情報サイトKei-Netなどでご確認ください。

※調査時点での回答内容。最新情報は各大学のホームページで確認してください。

⃝一般選抜で追試験を実施し、かつ、本試験と追試験で合格
者発表を別々に行うとなると、入学定員超過率の管理が非
常に難しくなるため、今年度に限り、文部科学省に入学定
員超過率の縛りを緩和していただく必要がある。（国立大）
⃝大学入学共通テストは、第1日程、第2日程、特例追試験
の計３種類存在するため、合否判定の公平性の担保が課題。
大学入学共通テストの特例追試験について、センター試験
予備問題を活用したことは、公平性の担保が課題。（公立大）
⃝試験教室の数には限界があり、収容人数を超えることが想
定されるため、試験教室の確保ならびに試験監督や誘導な
ど運営人員の確保。追試験設定による作問負担と、出題範
囲の配慮。実施経費の負担などが課題。（私立大）
⃝地方試験会場については、1年以上前より予約をするなど

準備を進めているため、安易に日程変更することは難しい
状況である。（私立大）

⃝出願開始時期や合格発表日についての新たなルールが、入
試戦略に大きく響いている。出願期間と入試日の間にはあ
る一定の期間が必要なため、試験日が競合校と重なる可能
性が高く、特に下位層の大学においては募集活動に大きく
響く。一般選抜においては受験者が相当数いるため、他大
学と試験日が重なると地方試験会場の確保に苦慮すること
が予想される。（私立大）
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遠隔授業の実施状況
６～７月現在、８割近い大学が遠隔授業中心

　新型コロナウイルス感染拡大を受け、４月７日に緊急

事態宣言が発出されると、大学は入構制限を余儀なくさ

れた。３月24日に文部科学省が公表していた、「令和２

年度における大学等の授業の開始等について（通知）」

で遠隔授業について言及されていたこともあり、事態に

対応するため、各大学での遠隔授業の導入が進んだ。

　そこで、「ひらく 日本の大学」緊急調査では、遠隔授

てきた「実験・実習・実技系科目への対応」

であり、９割を超える。この項目は、「大きな

課題である」も56%と、唯一半数を超えてお

り、実験・実習・実技系科目への問題意識の

高さがうかがえる。以下、「学生の学修意欲・

メンタルケア等」が87%、次にICTや通信

環境に関係する３項目（「学生の通信環境、

ICTスキル等」「教員（ICTスキル、教育方

法）」「施設・設備面」）が続く。

　自由記述＜図表６＞の中で、多く課題とし

業の導入に関して聞いた。授業の再開時期については＜
図表１＞、５月後半まで（選択肢１〜４）に注目すると、

約９割の大学で遠隔授業により授業を再開している一方

で、対面授業は、「講義系科目」「演習・ゼミ」「実験・

実習・実技系科目」とも、再開している割合が１割弱と

低い。対面授業について、６～７月以降（選択肢５〜７）

に注目すると、「演習・ゼミ」（68%）、「実験・実習・実

技系科目」（74%）は約７割が再開しているのに比べ、「講

義系科目」は54%と、他の２つより低い。

　「現在（６～７月。以下同様）」と「９月以降」で中心

となっている授業形態についても聞いた＜図表２＞。「現

在」は、「遠隔授業を中心に対面授業も併用」している

大学が約半数で、「遠隔授業のみで実施」も合わせると、

８割近い大学で遠隔授業を中心とした授業を実施してい

た。一方、「９月以降」は、約半数が「未定」と回答した。

　７月上旬頃の遠隔授業の導入割合は＜図表３＞、「100

％」が25%となり、「80%以上」（選択肢１＋２）が全

体の約７割を占めた。

　遠隔授業の方法についても聞いた＜図表４＞。「全学・

ほぼ全学で実施」に注目すると、新型コロナウイルス感

染拡大「以前」は３つの方法（「同時双方向型」「オンデ

マンド型」「テキスト配信型」）とも２%以下と非常に少

ない。「現在」はそれぞれ58％、60％、41％と大きく

増加した。

　遠隔授業の実施状況としては、多くの大学が積極的に

取り組み、導入が進んだことがうかがえる。

「実験・実習・実技系科目」が「課題」9割以上
授業改善に「つながった」が過半数

　遠隔授業に関連し、感じている課題を聞いた＜図表５＞。

「大きな課題である」＋「課題である」で多い順に並べ替

えると、最も割合が高いのは、対面での実施が前提とされ

遠隔授業

＜図表１＞ 授業再開の時期（n=663）

＜図表４＞遠隔授業の実施（n=663）

＜図表２＞現在および９月以降の授業（n=663）

＜図表３＞７月上旬頃の遠隔授業の導入（n=663）

遠隔授業

講義系科目

演習・ゼミ

実験・実習・
実技系科目

対
面
授
業

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．4月前半 2．4月後半 3．5月前半 4．5月後半 5．6月前半
7．7月以降 8．未定 未回答6．6月後半

13%
1% 3% 2%

1% 3%

1% 3%

3%
23%

31%

33% 22% 1%5% 18% 16%

20%17% 23%

19%13% 38%

51% 1%

1%

28% 5%

現在

９月以降

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．遠隔授業のみで実施 2．遠隔授業を中心に対面授業も併用
3．対面授業を中心に遠隔授業も併用
5．未定 未回答

4．全面的に対面授業を実施

1%25% 17%51%

17% 13%21% 49%

6%

全体

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．100％ 2．80～99％ 3．50～79％ 4．30～49％
5．10～29％ 6．10％未満 7．わからない 未回答

25% 13% 2%
3%

44% 4% 10%

1．全学・ほぼ全学で実施　　2．一部の学部・学科で実施　　3．一部の科目・教員で実施
4．ほとんど・まったく実施していない　　未回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同時双方向型（テレビ会議方式等）

オンデマンド型（インターネット配信方式等）

テキスト配信型（チャットやフォーラム等）

同時双方向型（テレビ会議方式等）

オンデマンド型（インターネット配信方式等）

テキスト配信型（チャットやフォーラム等）

以
前

現
在

11%
1% 2%

2% 1%

2% 1% 1%

86%

19% 79%

15% 81%

58% 31%4% 7%

60% 26%3% 10%

41% 29%4% 25%
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コロナ禍での大学の取り組み〜2020年度「ひらく 日本の大学」緊急調査結果より特集

て挙がったのは、遠隔授業のための環境整備である。こ

ういった環境整備は、教員・学生双方に向けての対応が

必要だったようだ。これ以外には、実験・実習・実技系

科目についてや、学生の学修意欲やメンタルケアについ

てなどの記述も見られた。

　遠隔授業をきっかけに、授業改善につながったかを聞

いた。「つながった」が52%と、遠隔授業による授業改

善の実感がある大学が過半数を占めた。その一方で、「わ

からない」と回答した大学も45%と多かった。15校の

みであったが、「つながっていない」を選択した大学も

あった。

　理由を聞くと、「つながった」を選んだ大学は＜図表
７＞、教員の授業に対する見方の変化や意識改善、学生

との双方向性の向上、「つながっていない」を選んだ大

学は、対面授業の良さや、環境の整備を優先したため、

授業改善にはいたっていないといった記述が見られた。

「わからない」を選んだ大学は、調査の時期が前期の終了

前であり、アンケートなどによる状況の把握ができてい

ないといったことや、メリット・デメリットの両面があ

り、判断しきれないといったことを挙げた。

＜図表５＞遠隔授業の課題 (n=663、選択肢１＋２の順）

＜図表７＞「つながった」を選択した理由

◦200人以上の大人数授業において、対面授業では実施が困難であった
グループディスカッションが遠隔授業で可能になった。また、主に大
人数授業において、対面授業では板書や画面が見にくい座席もあるが、
遠隔授業では、解消された。さらに、録画した授業を再生可能にして
おくことで学生が各自復習に活用できた。（国立大）

◦多くの教員が遠隔で可能な部分と不可能な部分について考え、授業の
本質が何であるのか理解が深まった。電子メールやフォーラムなどの
利用により、学生から質問を受ける機会が増え、授業内容を省察する
機会が増えた。教育効果を確保するため、学生に与える課題の質に注
意を払うようになった。（国立大）

◦本学は令和2年3月からLMS（注）を導入したが、新型コロナウイルス
感染症により、全教員と学生が遠隔授業とLMSを体験したことによ
り、大学全体にICTを活用した教育手法が定着しつつある。今回の経
験を活かし、LMSを活用した反転学修の実施など、より教育効果の
高い授業手法を取り入れる土壌ができた。（公立大）

＜図表６＞遠隔授業の課題（自由記述）

遠隔授業のための環境整備
◦遠隔授業を導入・実施するためのルール策定、教職員や学生（新入生
含む）への周知、授業の配信の受信環境や学内のWi-Fi環境の整備、
情報漏洩・セキュリティ対策。（国立大）

◦遠隔授業を導入・実施するにあたり、教員についてはITスキルや兼任
教員の通信環境が整っていない点について課題があった。また、学生
では遠隔授業に対するスキル及び通信環境の公平性が保たれていない
ことが課題であった。導入・実施後については、教員・学生ともに通
信環境の安定性。また学生は、通信環境に加えてPC・タブレットを
持っていないことによる受講環境の問題があった。（私立大）

実験・実習・実技系科目について
◦学生（特に新入生）が遠隔授業に対応できるかを、学生ひとりひとりを
対象にしながらチェックした。実験・実習科目の対応が困難であった。
演習科目や語学科目でも双方向の授業が難しかった。中間試験、定期試
験などどうしても対面で行わなければならないものがでてきた。遠隔
で授業を実施した場合に成績評価の仕方に工夫が必要である。（公立大）

学生の学修意欲やメンタルケアについて
◦全学的な遠隔授業の導入や実施方法・学生の環境を整備したが、実施
後は学生の修学状況（理解度、学習意欲）の把握が難しい等の課題が
生じたため、検討している。（私立大）

◦遠隔授業の全面導入という今まで経験のない事態のなかで、授業運営
を考え直す機会となったこと、教員のICTスキル向上につながったこ
と、対面授業とは異なる方法による教員・受講生間の双方向型授業を
可能にしたこと。（私立大）

◦チャットで学生が気軽に質問できることから、質問の回数が増え、学
生・教員間の距離が近くなる効果もあり、学生の学習状況を把握しや
すくなった。課題の提出率が向上し、水準も高くなった。録画した講
義を見直すことで、教員の授業内容の反省・改善につながった。投票
機能の活用により、授業中に学生の意見を集計できることから、アク
ティブラーニングの実施につながった。（私立大）

◦遠隔授業前まで全ての授業を対面でやらなければならないと考えてい
たが、一部、遠隔授業を導入した方が学生の自己学習に結びつく可能
性も見えたため。（私立大）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．大きな課題である 5．わからない 未回答2．課題である 3．あまり課題ではない 4．課題ではない

設置基準など制度面（単位数等）

学生と教員との質疑応答の機会の確保

教員（ICTスキル、教育方法）

学生の通信環境、ICTスキル等

学生の学修意欲・メンタルケア等

成績評価

施設・設備面（大学の施設設備、回線等）

実験・実習・実技系科目への対応

学生の学修時間の確保

56%

25% 62% 10%

28% 58% 13%

16% 67% 14%

27% 52% 16%

18% 58% 17%

10% 55% 27%

8% 53% 34%

6% 39% 36% 16%

4% 1%

1%

2%
1%

1%

2%

4%

3%4%

3%4%

1%5%

3%

38%

選択肢
１＋2

94％

87％

86％

83％

79％

76％

65％

60％

45％

（注）LMS（学習管理システム：Learning Management System）:学習教材の配信や成績などを統合して管理するシステム。

Kawaijuku Guideline 2020.10･11 7



「現在」「夏季休暇以降」ともに約７～８割が
授業の実施方法と学生募集に影響

　新型コロナウイルス感染拡大を受け、現在、特に大き

な影響がある、あるいは夏季休暇以降に影響が予想され

る項目について、それぞれ５つまで聞いた。＜表＞に示

すように、「現在」「夏季休暇以降」ともに、約7 ～ 8割

の大学が「授業の実施方法」と「学生募集」に対して影

響を感じている。

　「現在」から「夏季休暇以降」の変化を見ると、「経済

的理由による退学・休学の増加」「学生募集」「就職活動」

「大学の経営状態」の割合が増加している。特に、「経済

的理由による退学・休学の増加」は9%から28%に大き

く増加しており、時間が経過するにつれ、景気悪化によ

り、学費が払えない、休学して働かざるを得ないなど、

学生に対する影響を予想する大学が増えていることがう

かがえる。他方、「授業の開始時期、実施時期、回数等」

「授業の実施方法」「卒業式、入学式等の行事」は、割合

が減少している。

　
今後、大学に起こる変化を予測
授業や学生支援、学生募集に関する記述が突出

　新型コロナウイルス感染拡大をきっかけに、今後、自

学にどのような変化が起こると考えるか、自由記述で聞

いたところ、599大学から回答があった。頻出語を見る

と、「授業」（413件）と「学生」（235件）が突出して

多い。「授業」に関する記述の詳細を見ると、今後も遠

隔授業を継続する、対面授業と遠隔授業の役割の再認識、

対面授業と遠隔授業のハイブリッド型授業をめざす、な

どがあった。「学生」に関する記述では、学生支援の充

実やその在り方に関するものに加え、学生募集への影響

を懸念する内容も目立つ。

　「授業」「学生」以外の頻出語については、感染防止策

や感染予防などの「感染」や、ICT環境や学習環境の整

備などの「環境」、学生と教員との交流や教員の研究活

動への影響などに言及した「教員」、実習方法の見直し

や対面授業などの文言とともに使用された「実習」、就

職活動の変化やその支援の変化、景気悪化による影響、

地元就職への影響などを懸念した「就職」、教職員の業

務効率化やテレワークなどと関連した「業務」などがそ

れぞれ30 ～ 90件程度あった。

大学への影響

項目 ①現在
(n=661)

②夏季休
暇以降
(n=657)

② -①
の差

授業の実施方法（グループ学習とりやめ、
遠隔授業導入等） 82% 69% -13%

学生募集（オープンキャンパス、広報活動等） 67% 77% 10%
授業の開始時期、実施時期、回数等 58% 35% -23%
就職活動 50% 60% 10%
課外活動 48% 40% -8%
学生の現状把握（学修状況、生活環境等） 42% 33% -8%
卒業式、入学式等の行事 42% 30% -12%
留学生の受け入れ・送り出し 37% 39% 2%
奨学金・授業料減免の申請数の増加 32% 25% -7%
貴学の教員の研究活動、学会活動 16% 19% 3%
経済的理由による退学・休学の増加 9% 28% 19%
大学の経営状態（収支） 9% 16% 8%
産学連携・寄付講座・外部資金 2% 5% 4%
その他 3% 6% 3%

＜表＞「現在」「夏季休暇以降」に影響がある項目

自由記述より（一部抜粋も含む）

＜授業の実施方法や学習環境＞
⃝大学として対面授業でなければならない講義とオンライン

でも充分な成果が得られる講義を区別し、運用していく必
要がある。今後も、感染を避けたいという学生の意見・健
康面も尊重しながら、対面授業とオンライン授業を組み合
わせたハイブリッド化・デジタル化といった授業形態の変
化が考えられる。（国立大）　

⃝ ICT学習の導入が加速していくことが予想される。「遠隔」
という環境に学生及び教職員が慣れ、新しい取り組みが増
加することが考えられる。その一方で、遠隔での学習環境
に慣れることのできない者との格差が生まれる可能性があ
る。（公立大）　

⃝	遠隔授業を中心とし実験、実習を対面式にするなど授業方法
の変化とそれを実現するための時間割編成の見直し。（私立大）
⃝実験・実習科目をはじめ、PBL科目、AL科目などのグル

ープワークの運用見直し。（私立大）
＜学生支援＞
⃝地域経済の悪化に伴う学生の退学、休学の増加が心配。（私

立大）
⃝	1年生は対面授業を経験しておらずまだ友達等と会う機会

もない。この先キャンパスに戻ってこられるようになった
際に、実際に思い描いていた大学のイメージとの開きがあ
る学生が出てくるという心配があり、そこを埋める対応が
新たに求められる。（私立大）

⃝	学生支援の多様化と教育の「常識」の変化。就活生や受験
生など学生・生徒が新たな環境に対応するための対策・支
援が必要。通信環境の支援、感染予防・衛生管理対策、情
報提供、心理的サポートといった面からより多面的に学生
支援を行っていく必要がある。また、これらのことから、
大学教育の「常識」だったものが大きく変化してしまう可
能性がある。（私立大）
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入国（渡航）制限が国際化に大きな影響
中長期的にはオンラインの活用も

　新型コロナウイルス感染者が世界的に増加する中、２

月頃から多くの国で入国（渡航）制限がとられるなど、

国や地域を越えた人の移動が大幅に縮小した。そのため、

留学生の送り出し・受け入れが困難となるなど、大学の

国際化に大きな影響があった。

　そこで、新型コロナウイルス感染拡大が自学の国際化

に与える影響について、短期（2019・2020年度）、中

長期（５年後程度）に分けて回答してもらった。短期で

は54％、中長期では20％の大学が「1.非常に大きな影

響がある」と回答した＜図＞。短期的に「1.非常に大き

な影響がある」の割合を設置者別・入学定員別に見ると、

国立大学で79%、入学定員3,000人以上の大学で85％

となり、留学生（送り出し・受け入れ）の人数が多い大

学で大きな影響を感じていることがうかがえる。

　影響の内容について大学の自由記述を見ると、短期で

は留学プログラムの中止や、帰国・入国できない学生へ

の対応などが挙がる。中長期では、留学を希望する学生

が減少することへの危惧や、オンラインを活用した国際

化が広がることなどが挙がった。

国際化に与える影響

自由記述より（一部抜粋も含む）

＜短期（2019・2020年度）＞
⃝	学生派遣や留学生の受入れ、並びに教員（研究者）の派遣や受

入れも中止せざるを得ず、海外留学や海外で研究する機会が
大きく損なわれた。一方で、移動を伴わない新たな交流の試
みとしてオンラインによる交流を行う契機となった。（国立大）
⃝	英語学科必須のセメスター留学が延期となり、いつ派遣が

可能かを確定することが困難。海外協定校からの留学生の
受入れ（秋）の手続きが止まっており、来日できなければ予
定していた学内での国際交流もすべて中止となる。（私立大）

＜中長期（５年後程度）＞
⃝留学から得られる国際的な経験が出来なくなり、学生のキ

ャリアパス形成の機会が失われている。共同研究では、オ
ンラインでの事前調整と現地での対面によるハイブリッド
型へのシフトが求められるが、対面と同様の効果を得るに
はより密な連携が必要とされる。（公立大）

⃝現地での体験型の留学とは異なる、オンラインでの留学や会
議といった新しい形での留学や国際交流を模索する必要があ
り、こうした対応を考えることになる。また経済状況の悪化
により費用負担が難しい学生の増加が懸念される。（私立大）

＜学生募集＞
⃝学生募集活動においても、例年実施していた高校訪問、進

学相談会への参加等、入試広報ができず、高校生へ本学の
魅力を発信できない状況であり、入試の実施方法について
も工夫が求められている。（私立大）　
⃝学生募集、選抜試験のWeb化。（私立大）
⃝従来型の学生募集が実施されない点や、受験生の志望校選

択の考え方の変化等をふまえると、学生募集については大
きな変化が生じると予想している。（私立大）　

＜感染予防や第２波・第３波への対策＞
⃝今後の第２波・第３波の発生に備え、感染拡大防止のため、

対面授業と遠隔授業を効果的に組み合わせ、学内における
システム整備を図り、学習の質の確保を図っていくことが
重要となっていく。 （公立大）
⃝	日常的に学生および教職員の健康状態を把握するとともに、

学内施設での感染予防対策を徹底する。また、感染症対策
としてのリスクマネジメントを構築することが望まれる。
その一環として授業形態や授業時間割、学事暦等を柔軟に
運用できるよう準備しておくことも必要である。（私立大）

＜就職活動＞
⃝	採用活動のオンライン化（Web説明会やWeb面接など）

が一気に広がったため、今後もこの傾向は変わらず、地方
学生の就職活動におけるハンデは少なくなる。その結果県
内への就職者が減少する可能性がある。（国立大）

⃝	学生の就職活動について、採用企業の採用抑制等により厳
しい環境になることが予想される。（私立大）

＜その他＞
⃝	教員の研究活動において、海外でのフィールドワークが行え

ない、図書館の利用ができないなどの影響が出ている。学会
等を含めて、Webの利用が促進されると思われる。（公立大）
⃝	学生の帰属意識の低下に起因する、出席不良、学業不振、

課外活動の不活発化、友達づくりの失敗、メンタルケアの
必要性の増大、離学者の増加、など。（私立大）

⃝志願者動向が予測できないことから、経済社会情勢の動向
如何によっては来年度以降の受験者数及び入学者数を左右
し、経営状態に影響を及ぼす可能性が考えられる。授業、
会議及び催事の実施方法について、今後は恒久的な見直し
が求められる。（私立大）

＜図＞国際化への影響（n=663）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短期

中長期

1．非常に大きな影響がある
3．ほとんど影響はない 未回答4．影響はない

2．大きな影響がある

54%

20% 52% 19% 6%

31% 10% 1%
4%

3%
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ない」（85％）が多い。

　特に力を入れている取り組みについて、記入してもら

ったところ、先述の設問の項目にある「支援金」「学費

の減免」「通信機器等」「アルバイト」に関する記述が多

い。また、学修面・生活面を面談等で把握し個別にフォ

ローするといった、「学生の状況把握・学生相談」に力

を入れた大学も見られる＜図表３＞。

全員対象の学費延長・分納や支給金の実施は約半数
支援金の支給金額は３万円・５万円で約８割

　政府は今年５月 、“「学びの継続」のための『学生支

援緊急給付金』”を創設し、新型コロナウイルス感染拡

大による影響で、世帯収入やアルバイト収入が大幅に減

少し、修学の継続が困難になる学生に10万円（住民税

非課税世帯は20万円）を緊急で現金支給した。さらに、

各大学でも、家計の急変や遠隔授業の実施に伴い、さま

ざまな緊急支援を行った。

　そこで、緊急調査では大学独自の学生支援策の取り組

みを聞いた＜図表１・２＞。「1.全員を対象に実施・実

施を決定」(以下、「1.全員を対象」) の割合が最も高い

のは、「学費納入期限の延長・分納許可」（53％）だった。

次いで、「支援金支給」（44％）と続く。

　「支援金支給」 については、金額を記入してもらった

ところ、「1.全員を対象」と回答した大学では、５万円

が５割弱、３万円が３割弱を占めた。自由記述を見ると、

遠隔授業の実施に向けた環境整備などを目的とする大学

が目立つ。

　「通信機器等の貸与」「学費の減免」は、「1.全員を対

象」の割合は低い一方、 「2.一部を対象に実施・実施を

決定」は 40%、27％と高い。自由記述を見ると、それ

ぞれパソコンを持っていない学生、家計が急変した学生

などに、対象を絞って支援する大学が目立つ。また、学

生から要望があった「学費の一部返金」は、「6.実施し

学生支援

項目 大学名 内容

支援金

神戸大学

新型コロナウイルス感染拡大防止に伴う社会情勢の中で、学生生活費（学費と生活費の合計）に充てる家庭の収入
減、アルバイト等の収入減などによって、アパートの家賃を支払えない、生活必需品の購入ができないなど、学生
生活に支障を来している学生に対し、緊急支援措置として返済を要しない神戸大学基金生活緊急支援金を給付する。
（支援金：学生１人に対し50,000円）

獨協大学

2020年度春学期の授業を全面的に遠隔授業（オンライン授業等）に移行するにあたり、授業開始に間に合うように、
学生の学修環境整備への負担軽減のため、全学部生・大学院生に直接届く形で「2020年度獨協大学遠隔授業支援
特別奨学金」として一律10万円を給付した。全学生の98.5％から申請があり、既に申請者全員への支給を完了し
ている。

学費の減免 鹿屋体育大学 令和2年度より開始した高等教育の修学支援新制度の対象とならない学生については大学独自の授業料減免を実施
している。なお、学部２年生から学部４年生については、新制度に加えて、授業料減免の経過措置を実施している。

通信機器等
文京学院大学 本学の学生支援策は、授業を受講する環境を整えるという点を重要として、①PC1000台、②Wi-Fiルーター（通

信費込）500台を無償で貸し出している。

早稲田大学 授業のオンライン化に際して、通信環境が整っていない学生がいることが想定されたため、モバイルWi-Fiルーター
900台、パソコン500台を無償貸与できるよう準備した。

アルバイト 龍谷大学 アルバイト収入が減少した学生等に対する学内アルバイトを創出し、食材支援に係る準備作業や当日配付作業につ
いて、学生を雇用し賃金日払いにした。

学生の状況把握・
学生相談

下関市立大学 経済面での支援に限らず、オンライン授業への適応状況や感染症による自粛生活への不安などの相談や面談対応(オ
ンライン・対面）。

大阪成蹊大学 全学生とのオンライン面談によって個々の学修・生活状況の把握と個別フォローを実施するとともに、必要に応じ
て利用可能な奨学金制度の申請に向けた案内を漏れなく行った。

＜図表３＞特に力を入れている学生支援の取り組み（一部抜粋も含む）

＜図表１＞大学独自の学生支援策（n=663）

＜図表２＞大学独自の奨学金の支給（n=663）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学費納入期限の
延長・分納許可

アルバイトの
募集・紹介

支援金支給

通信機器等の貸与

学費の減免

学費の一部返金

その他

1．全員を対象に実施・実施を決定
3．全員を対象に実施の方向
5．検討中
7．未定

2．一部を対象に実施・実施を決定
4．一部を対象に実施の方向
6．実施しない
未回答

53%

44%

22%

16%

10% 9%10% 9% 60%

5%40%

27% 5% 47%

85% 9%

10% 8%

30%

12%6%8% 47%

5% 5%19% 25%

4%

29% 8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

給付型奨学金

貸与型奨学金

1．拡大・拡大を決定
5．検討中 未回答

2．拡大の方向 3．現状維持 4．縮小

21%

11% 57% 17% 12%

6% 50% 18% 5%
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石田朋靖 学長

　宇都宮大学では、新型コロナウイルス感染の拡大に伴い、「緊急学生支援パッケージ」
＜資料＞として、給付型緊急奨学金の支給や、パソコンがなくオンライン授業に支障をき
たしている学生へのノートパソコン貸与、遠隔授業が続く環境下で新入生のメンタル面を
支えるサポーター制度など、多くの学生支援を実施している。宇都宮大学ならではの学生
支援の特色について、石田朋靖学長に話をうかがった。

「学生に寄り添い誰一人取り残さない」をモットーに
独自の経済支援とメンタルケアで学生を徹底サポート

Part 2
宇都宮大学

大学事例

学生支援

見失いそうな“宇大生”のみなさんに、私の思いをぜひ

伝えたいと考えたのです」

　宇都宮大学の学生支援の特色について、一つひとつ見

ていこう。

「10万円を300人に」給付型の緊急奨学金を支給
留学生向けの経済支援も

　政府による「緊急事態宣言」を受け、大学への入構制

限が決まった４月、宇都宮大学が真っ先に取り組んだの

は、金銭面での学生支援だった。「授業のオンライン化

で何かと費用もかさむ。自粛要請で多くの店が休業する

中、アルバイトもできない。大学で学ぶために必要なお

金を工面できない学生たちは、ちゃんと修学できるだろ

うか。それが最初の心配事でした。長引くコロナ不況で

保護者からの仕送りが少なくなるなど、生活そのものに

困窮する学生が出てくることも予想されます。そうした

学生たちを対象に、経済支援策の第一弾として本学が告

知したのが、10万円を300人に支給する緊急奨学金で

す（注１）。募集を行ったのは５月の大型連休明けでしたが、

応募が殺到してあっと言う間に300人の枠が埋まりまし

た。一人ひとりにエールを送りながら手渡しすることを

前提に６月までには全員への給付が完了しています」

　総額3,000万円の財源は、地元企業2社からの寄付金

と、創立70周年（2019年11月）の記念事業として設

立した「宇都宮大学3C基金（注２）」よりまかなわれた。「宇

希薄な日 を々送る学生に向けて
学長が力強く発信した宇都宮大学のスタンス

　今年の8月初旬、宇都宮大学のホームページのトップ

ページに、「学長から学生のみなさんへのお手紙」と題

した、約2,000字に及ぶ長文メッセージが掲載された。

新型コロナウイルスの感染拡大が止まらないまま、後期

のオンライン授業続行が確定したタイミングであり、〈宇

都宮大学が大切に思うこと〉として、以下の３点が学生

に伝えられた。

１）オンライン教育そのものを魅力的なものとすると共

にオンキャンパスでの対面教育も可能な限り加えな

がら、教育の質を守る。

２）	 “みなさんのキャンパス”を少しでも開放し、みな

さんを孤立させない。

３）	 経済的な困難に対してできるだけ支援する。

　学生たちに語りかけるかのように、やわらかな口語調

の文体でつづられたメッセージの末尾は、こんな言葉で

結ばれていた。

　〈みなさんは一人ではありません。学内、学外から多

くの方々がみなさんを応援しているんだということを忘

れないでください。〉

　石田朋靖学長は、このメッセージに込めた真意を次の

ように説明する。「６年前の学長就任時、私は、“日本

でいちばん学生を大切にする大学でありたい”と考えま

した。コロナ禍という逆境に置かれた現在は、“学生に

寄り添って誰一人取り残さない”という姿勢が、宇都宮

大学のスタンスです。大学の存在感が薄れ、修学意欲を

（注１）学部・大学院合わせた学生数は約５千名。
（注２）宇都宮大学のモットーは、３つのC。主体的に挑戦（Challenge）し、自らを変化させ（Change）、広く社会に貢献（Contribution）する精神。この３つの

Cの精神をベースに、机上の学修に留まらない、行動できる知性＝行動的知性の獲得をめざす。
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与制度」の創設など、さまざまな経済支援を行っている。

以下、2つの取り組みについて紹介しよう。

▶ノートパソコン75台を貸与
　宇都宮大学では本年度、全学必修の基盤教育科目であ

る『情報処理基礎』を大幅に見直し、AIの技術進歩を

活用できる人材を養成するためにデータサイエンス教育

の内容を拡充した。高度な関数やグラフィックを駆使す

るデータサイエンスのオンライン授業に参加するために

は、学生全員のパソコン所持が不可欠だ。しかし、４月に

大学で行ったアンケート調査により、パソコンを所有して

いない学部生が全学で70名以上いることが判明。人数

分のノートパソコンの調達が前期における急務となった。

　「最初は公費での購入を検討しましたが、国立大学が

70台ものパソコンをまとめ買いする場合、公開入札に

よる購入が必要ですが、それだと時間がかかり、授業開

始にとても間に合いません。そこで、仕事柄、コンピュ

ータ業界にコネクションがある角 一幸氏（株式会社

TKC会長）に相談したところ、即座にノートパソコン

の購入を手配してくださり、半月ほどで75台を本学に

現物支給してくださいました」

　地元企業と太いパイプを持ち、日頃から学長が経営者

との密接な人間関係を築いている宇都宮大学だからこそ、

成し得た学生支援と言えるだろう。

▶学生アルバイトの雇用拡大
　もう一つの事例は、働く場の提供を通じた経済支援で

ある。宇都宮大学では学内における大学院生の雇用拡大

のために、TA（ティーチング・アシスタント）、RA（リ

サーチ・アシスタント）、SA（スチューデント・アシス

タント）への支援を倍増させる取り組みを行った。しか

し、大学の教職員も在宅勤務が主流になり、業務を依頼

していた環境が大きく変化する中、どのような業務を

TA、RA、SAに依頼するかについて、戸惑うことが多く、

軌道に乗ったとはいえない状況のまま前期は終了し、課

題が残った。そこで大学は、うまくいった事例を聞き取

った上で、今後は、データ集計やレポート採点といった、

オンラインに適した業務内容を設定し、学生アルバイト

の雇用拡大をめざす方向だ。

先輩学生がオンライン上で新入生の不安に寄り添う
「学生支援ピアサポーター制度」

　コロナ禍に際して、宇都宮大学が打ち出した「緊急学

都宮大学は昔から地元経済界とのパイプが太く、長年に

わたり多額のご寄付を続けてくださっている会社経営者

が少なくありません。今回の緊急奨学金の件でお世話に

なったお二人（飯村愼一氏と飯塚真玄氏）は、その代表

格です。飯村さんはアメリカのテキサス大学のご出身で、

ボランタリーな精神の持ち主。本学の経営協議会のメン

バーでもあります。一方の飯塚さんは、会計ソフトの開

発なども手がける株式会社TKCの名誉会長で、栃木県

出身の大学生に広く奨学金を出しておられる篤志家です。

お二人とも、『コロナ禍で経済的に困っている学生さん

を支援したい』と、こちらが相談する前に寄付を申し出

てくださったのです」

　宇都宮大学ではさらに、大学院に在籍する留学生に向

けても緊急奨学金を給付している（5万円を100人）。

こちらの寄付者・増山律子氏（株式会社ランスタッド名

誉会長）は、海外の優秀な学生を育てようとする志の篤

い人物であり、今回の支援にも二つ返事で協力してくれ

た。ちなみに、今回の給付対象者となった留学生の中に

は、新型コロナウイルスの感染拡大を機に帰国した中国

人留学生と、大学院入学を前に本国で足止めされたベト

ナム人留学生がいる。前者は日本に銀行口座があるので

すでに入金済み。後者は来日後に給付を行う予定だ。学

生の銀行口座の所持まで気を配った、かゆい所に手の届

くような、学生の立場に立ったきめ細い支援である。

民間企業の協力により実現した
ノートパソコン75台の貸与と
働く場の提供を通じた経済支援

　宇都宮大学では緊急奨学金の支給のほかにも、生活や

修学が困難になった学生を対象に、授業料納付期限の延

長や、上限25万円を200人に無利子貸与する「一時貸

＜資料＞緊急学生支援パッケージ

Kawaijuku Guideline 2020.10･1112



コロナ禍での大学の取り組み〜2020年度「ひらく 日本の大学」緊急調査結果より特集

仲間ができるかもしれません。この『学生支援ピアサポ

ーター制度』は、来年以降、コロナ禍が落ち着いてから

も、続けていきたいと考えています」

　
遠隔授業に参加する学生たちを
教職員が訪ねる懇談会もスタート

　８月末から９月にかけて、宇都宮大学では特別時間割

を組み、前期に予定されていたオンラインでは効果の低

い対面授業をほとんどの学部で実施している。例えば、

農学部の農場・演習林実習、工学部の実験などである。

「座学だけでは成立しない実習、実験は対面授業で行う

ことにしました。農場実習では、果樹の“摘果”や野菜

の“収穫”などの技術の学習に関しては、動画配信の方

が理解しやすかったりしますが、“土に触れる”ことで

得られる学びは、実際に体験してみないことには絶対に

得られません。こうした実習・実験は、３密にならない

ように定員を少人数に分け、マスクやフェイスシールド、

手袋を着用するなど、感染防止対策を徹底した上で、少

しずつ対面式の授業を増やしつつあります。本学のよう

に入学定員があまり多くない、規模が小さい大学だから

取り組みやすいことだと思います」

　ほかにも、規模の小さな大学の利点を生かした、小回

りの利く新たな取り組みも始めた。９月には、石田学長

以下、大学の副学長３名が東北６県７都市を訪問した。

遠く離れたふるさとから遠隔授業に参加する学生とその

保護者との懇談会を催した。バーチャルなキャンパスラ

イフを余儀なくされた学生たちに、大学とのリアルなつ

ながりを実感してもらうためである。また、昨年まで折

りに触れて開催されていた、４〜５名の学生が学長室で

おしゃべりを楽しむ “学長ティータイム”も、リモート

や対面で再開されることになった。「たとえコロナ禍で

キャンパスが閉鎖されていても、大学はみなさんのため

に門戸を開いていますよ。宇都宮大学の教職員は、みな

さんのことを片時も忘れてはいませんよ。そんな意思表

明でもあります」

　新型コロナウイルスの感染拡大の中、経済支援とメン

タルケアの両面から、独自の学生支援に取り組む宇都宮

大学。後期には、大学の教職員からの寄付を集めた資金

に、追加募集した寄付金を加え、前期を上回る「緊急奨

学金」第二弾を実施する。併せて、宇都宮大学ならでは

の支援体制の構築を今後も模索していく方向だ。

生支援パッケージ」の中で、“学生に寄り添って誰一人

取り残さない”というモットーが最も色濃く反映されて

いるのが、「学生支援ピアサポーター制度」である。ピ

ア（peer）とは、英語で「仲間」を意味する言葉。学

部1年生に対して、上級生がオンライン上でサポートす

るという仕組みだ。石田学長はこの制度を作った背景と

理由を次のように語る。「遠隔授業が長期化する中で、

私がとりわけ心配したのが新入生のメンタル面でした。

楽しいキャンパスライフや夢を思い描きながら受験勉強

に励んだのに、入学したらキャンパスに入ることすらで

きず、パソコンの画面に向かう毎日。サークル活動や友

人づくりなどもできず、孤独だったり、絶望感に打ちひ

しがれているのではないだろうか。そう思うと、学長と

して申し訳ない気持ちでいっぱいでした。そんな折、新

入生の不安に寄り添い、話し相手になってくれそうな、

格好の存在がいることに思い当たりました。同じ“宇大

生”である先輩学生です」

　制度化に当たっては、新入生５〜６人のグループに、

２〜３人の上級生がピアサポーターとして対応すること、

サポートは原則的にSNSなどオンライン上で行うこと

などの原則を定めた。参加できない新入生が出ないよう

に全員参加を呼びかけ、サポーター役を希望する上級生

には責任を持たせるために、学習管理システムである

C-Learning等のアプリケーションを用いたオンデマン

ド式の研修を行い、１人2万円の奨学費を支給している。

　「ピアサポーターにお願いしているのは、新入生たち

の言葉にじっくり耳を傾けることと、サポートを途中で

投げ出さないことです。会話の内容に大学が口を挟むこ

とは一切なく、新入生が大学とつながることができる、

気ままなオンライン上の“おしゃべりサロン”であれば

いい。サポーター役の学生たちにはそう伝えています。

先輩たちとのおしゃべりを楽しみ、学年を超えた人間関

係を作っていく中で、リアルな大学の世界がなんとなく

垣間見えるようになった……そんな新入生のポジティブ

な感想も聞こえてきます。

　初の試みとあって、みんな試行錯誤の連続ですが、非

常に素晴らしい仕組みだと自画自賛しています。という

のも、学生の中には面と向かって人と話すことが苦手な

学生もいますが、オンライン上の交流であれば、ある程

度抵抗なく人づきあいができます。入学後になかなか友

だちができずに、いわゆる“五月病”にかかってしまう

ような学生にとっては、オンライン交流を通して親しい
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「入学者の学力担保」と「受験生の安全・安心」が
議論のポイント

　横浜国立大学は、2021年度入試の一般選抜で個別学

力検査を実施しないことを発表した。個別学力検査で実

施する予定だった教科・科目は、大学入学共通テスト

（以下、共通テスト）の得点で代替する。また、教育学

部は実施予定だった面接試験に替え、試験に相当する内

容の動画を作成・提出する。さらに、小論文試験に替え

てレポートを提出することとなり、実技検査については、

演奏の録画映像、美術作品の写真、実技の試技の録画映

像を提出することになった。

　こうした結論に至った議論のポイントは「入学者の学

力をどう担保するか」と「受験生の安全・安心をどう担

保するか」の２つだったと言う。根上副学長は「この２

つのバランスをどのように維持するかということが重要

でした。ただ、こうした議論を重ねれば重ねるほど、受

験生の安全・安心の方が重要だという方向に議論が進み

ました」と話す。

　横浜国立大学は、例年、約7,500人以上の出願者があ

り、国公立大学の志願者数としてはかなり多く、トップ

10に入る人数だ。その約7,500人のうち約5,000人が

神奈川県外からの志願者で占められており、ほぼ全国か

ら志願者が集まる。

　根上副学長は「横浜は全国的に見ても感染者数が多い

地域です。そこに多くの受験生を集めることは、どう考

えてもリスクが高いと言えます。また、他県から試験の

ために不慣れな土地で宿泊した受験生が、万一感染した

場合、新型コロナウイルスを地方に持ち帰ってしまうこ

とも懸念されました。試験場になるキャンパス内であれ

ば、感染防止の工夫もできますが、宿泊先やその周辺の

環境などは大学では対処できません」（根上副学長）と

宿泊先など大学がコントロールできない場所でのリスク

も勘案したと言う。

　髙木副学長も「東北地方や山陰地方など、比較的感染

者が少ない地域からも受験に来ていただいていますが、

そういった地域に受験生がウイルスを持ち帰ってしまう

ことも考えられます。大学としてそこまで考える必要が

あると思います」と強い危機感をにじませる。こうして、

学内での深い議論の末、個別試験の実施を見送ることを

決めた。

学力検査の代替方法や入学後のフォロー策も含め
短期間で集中的に議論

　大きな決断ではあったが、意外にも学内の意思統一は

スムーズに進んだという。根上副学長は「比較的早い時

期から、受験生の安全・安心を確保するという方向性で

　新型コロナウイルスの感染の拡大により、2020年内に行われる総
合型選抜、学校推薦型選抜では、面接試験をＷＥＢ面接に切り替え
たり、書類選考に変更したりする大学が見られるなど、入学者選抜へ
の影響がすでに現れている。一般選抜でもさまざまな変更等が行わ
れる中、７月31日に、横浜国立大学は一般選抜の個別試験実施を
取り止めるなどの措置を発表した。
　この大きな決断に至った背景などについて、根上生也副学長・理事
（教育・広報担当）、髙木まさき副学長・理事（総務・危機管理担当）
のお二人に話をうかがった。

受験生の安全・安心と
受験勉強に集中できる環境づくりのため
個別試験の取り止めを決定

髙木まさき 副学長・理事
（総務・危機管理担当）

根上生也 副学長・理事
（教育・広報担当）

2021年度入試への影響横浜国立大学
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るのは理工学部の数学だ。代替する共通テストでは、数

学Ⅱ・数学Ｂまでしか出題されないため、数学Ⅲの学力

を確認することができない。これについて、根上副学長

は「入学後の学びとそのために必要な学力を考えれば、

理工系の学部をめざす受験生の皆さんが、個別試験に数

学Ⅲがないからと言って、数学Ⅲの学習を止めてしまう

とは思いません。私たちは受験生を信じています」と語

る。ただし、十分に力を付けられないままに入学する場

合もあり得るだろう。横浜国立大学では、入学後に英語

のプレイスメントテストを行い、そのスコアに応じて１

年次の英語のクラス分けを行っている。そのため「数学

Ⅲについても、そうした施策を行って、別途指導をする

ことも検討しています」（根上副学長）とフォロー策の

準備も進められている。

　また、2021年度入試から出願者全員に課される「自

己推薦書」だが、個別試験を実施取り止めの影響により

点数化するなどの変更は行わない。「自己推薦書」の記

載内容は、各学部のアドミッション・ポリシーをよく確

認し、入学後の学修などについて300字以上400字以内

で記載する。なお、経営学部は独自の追記事項を課すこ

ととしているため、学生募集要項で確認する必要がある。

直前で変更されないことにより
受験生が安心して
早期に勉強に集中できる環境をつくる

　今回の措置の背景には、前述のように受験生の安全・

安心が基本にあるが、この“安心”には２つの意味があ

ると髙木副学長は語る。「感染についての安心に加えて、

早くから落ち着いて受験勉強に取り組めるという安心も

大切な要素です。特に現在の高校３年生は、共通テスト

での英語民間試験や記述式問題など、直前で方針が変わ

ることを経験してきた学年です。そのため、感染状況に

よって、突然、共通テストの点数だけで判断する等の方

法に変更するなど、直前になって選抜方法が変わるよう

な措置にはしないことが重要でした」と早期に安心して

受験勉強に集中できる環境づくりのために腐心した結果

だという。

　今回の大きな決断は、受験生にとって何が最良かを全

学的に突き詰めた末の結論なのである。

議論が進みました。そのため、会議では、個別試験につ

いてどのような代替方法とするかに多くの時間が費やさ

れました」と議論が始まった早期から方針が統一され、

選抜方法の検討などが議論の中心だったと話す。髙木副

学長も「個別試験を実施しないというのは、見方によっ

ては簡単な方法に見えるかもしれませんが、さまざまな

方法を検討し、シミュレーションも行った上で議論して

出した結論です。共通テストで代替する教科・科目の配

点の変更や学力検査で測ることができない数学Ⅲについ

ての入学後のフォロー策までを含めての判断です。そう

したフォロー施策なども決まらない限りこうした結論は

出せません」とさまざまな事項を熟慮した上での結論だ

と強調する。

　実際、学内での検討期間は、検討が始まった６月下旬

から結果を公表した７月下旬までの約1カ月だが、その

間に入試を議論する全学レベルの会議は週１回以上のペ

ースで開催したという。「全学の会議での議論を各部局

に持ち帰り、そこで検討して意見集約を行うことまで含

めると、短期間にかなりの回数の会議が行われたことに

なります」（根上副学長）

　こうして議論を尽くした上で最終的に学長が判断をし

たという。いわば苦渋の決断でもあるためか、大学のホ

ームページには、個別試験の実施を取り止めることにつ

いて、学長による説明と受験生へのメッセージが掲載さ

れている。それに加えて、各学部長からも入学後の学び

に向けての学修準備やそれぞれの思いなど受験生に対す

るメッセージが語られている。

　なお、「教育学部の面接試験や実技検査の詳細は、現

段階でも検討中です」（根上副学長）と検討が継続して

いる事項もあるが、「動画や映像などによる評価は、学

部入試としては初めてですが、大学院入試ではすでに一

部で行われています。そういう意味でノウハウがゼロと

いう訳ではありません。受験生の努力の成果をどう評価

すれば良いか、そのための検討を重ねているところです」

（髙木副学長）とのことだ。詳細は11月中旬に公表され

る学生募集要項で明らかになる予定だ。

個別試験を実施しなくても
入学後に必要な科目は
受験生の自主的な学習を期待

　個別試験を実施しない教科で特に課題と考えられてい
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学長の下に対策本部会議を設置
ネットワーク情報学部による
マニュアルが活路を開く

　専修大学はこれまでオンライン授業をほとんど行って

いなかった。ただ、佐々木重人学長はかねてよりオンラ

イン授業を学内で提案してきた。それは体育会に所属す

る学生のために、神奈川県伊勢原市にある体育寮にオン

ライン授業を提供するという提案だった。専修大学の体

育会は、大学スポーツ界で伝統と存在感を併せ持つ。

佐々木学長はさらにその活動を支援しようという考えを

持っていたが、なかなか実現は難しかった。

　しかし、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、「オ

ンライン授業は緊急性の高い全学的な問題となりまし

た」（佐々木学長）と喫緊の課題となった。そこで、学

長の下に学部長を中心としたメンバーで対策本部会議を

設けたが、これまでほとんど経験が無いオンライン授業

のため、手探りで議論が始まったという。

　専修大学は主として人文・社会科学系学部で構成され

ているが、2001年に設置されたネットワーク情報学部

という文理融合の学部があり、遠隔教育などを研究対象

とする教員もいた。専修大学がオンライン授業の進め方

に窮している時、それらの専門家がオンライン授業のた

めのツールや使用のための手続き、学生と教員側それぞ

れに必要な体制などの説明を行い、さらに150ページに

わたる大学の実情に則したマニュアルも提供してくれた。

ここから事態は一気に動き始めたという。そして、学内

の情報インフラを担う組織である情報科学センターとネ

ットワーク情報学部が協力し、実質的な作業チームが活

動を始める。佐々木学長も「献身的に動いてくれた先生

方の存在が非常に大きかった」と振り返る。

オンライン授業の方法を組織的に共有
準備を始めるも通信量に制約

　オンライン授業の開始にあたっては、作業チームが具

体的に計画を練り、まず学内で授業方法等を共有すると

ころから始めた。前述のマニュアルを作成した教員をメ

ンターとして、各学部・学科等からの代表者に対して模

擬授業を含む説明を行った。「各学部や学科などで指導

役になれるように、学科の特徴をよくご存じで、コンピ

ュータの扱いに慣れた先生を選んでいただきました。そ

の先生方に対して、メンターの先生から、オンライン上

で模擬オンライン授業を実施していただきました」（佐々

木学長）と組織的に知見の共有を図った。

　その結果、授業のためのツールや必要な手続き、授業

の進め方や受講者の評価方法など、オンライン授業の準

備から評価に至るまでのオンライン授業の実施に必要な

知見が共有された。「代表者の先生方は模擬オンライン

授業で得られた知見を持ち帰り、今度はそれぞれの学部

　専修大学は５月11日から全学でオンライン授業（遠隔授業）
を開始した。多くの大学がそうであったように、ほぼゼロからの
スタートであった。専修大学は８学部を擁し、学部学生数は約
17,500人と決して小回りが利く規模ではないが、学内のリソー
スを十分に活用し、課題を一つひとつ解決しながら組織的に改
善を続けている。前期授業の振り返りを基に授業改善にも全
学的に取り組んでおり、後期授業からは一部科目の対面授業も
再開させる予定だ。同大学のオンライン授業について佐々木重
人学長と金子洋之副学長にお話をうかがった。

学内リソースを総動員してオンライン授業に臨み
授業改善にも組織的に取り組む

専修大学

左：佐々木重人 学長、右：金子洋之 副学長

遠隔教育
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コロナ禍での大学の取り組み〜2020年度「ひらく 日本の大学」緊急調査結果より特集

えなくなった部分は、後で読みさえすればわかる程度ま

で文章の内容を高めなくてはいけないので、要点だけを

整理しておく場合に比べて大変な負担でした」（金子副

学長）と苦労を語る。他には授業を録音しておき、音声

ファイルを授業用のサイトにアップする教員もいた。

　また、学生に計算の過程を見せながら説明したい場合

などは、金子副学長は試行錯誤を重ねた末、イラストな

どを描くためのペンタブレットを用いる方法に辿り着い

たそうだ。「こうしたツールを少しずつ導入していき、

使い慣れたことで後半はかなり効率が上がり、授業が

徐々に改善されていき、最後はかなり上達しました。ま

た、私の担当する科目のテストでは、学生に課題を証明

させるのですが、学生には各自で紙に書いた証明を写真

に撮ってスマートフォンで送ってもらい、それを採点し

ました」（金子副学長）とこれまでにはない試みも行った。

　一方、オンライン授業を受ける学生側の負担も重かっ

た。多くの授業で課題が課されるため、1日に複数科目

を受講する学生は課題提出のためにかなり苦労をしたと

いう。佐々木学長は「先生方は単位認定をしなくてはい

けません。オンライン授業では評価対象となるのはほぼ

レポートに限られます。先生方がしっかりとした課題を

課したので、学生には相当な負担をかけてしまいました」

と沈痛な面持ちで語る。

　金子副学長は、「後期は90分の授業の中で休憩時間を

挟むなど、授業の組み立てに余裕を持たせる必要がある

でしょう。また、学生からの提出物、質問や意見など全

てにコメントはできませんが、代表的な質問や意見に対

しては必ず答えるなどの工夫を授業に取り入れてもらい

たい。一部の教員からの反応がない授業に対する学生の

不満は確かにある」と後期授業に向けての改善策の取り

まとめを進めている。

学生の声を聞くため全学アンケートを実施
授業改善のための５つのプロジェクト

　前期の授業が進む中、授業に対する学生の反応を見る

ため、一部の学部が自主的に学生にアンケートを取った

ところ、授業に対する強い要望があったという。そのた

め、佐々木学長は後期授業を改善するための全学アンケ

ートの実施を決め、アンケートの設計を人間科学部に依

頼した。人間科学部には社会学科があり、社会調査を専

門とする教員を多く擁する。そして、アンケートには敢

内などで指導役を担うという二段構えの仕組みです」

（佐々木学長）

　しかし、ここでまた新たな課題が発生する。オンライ

ン授業の理想として、同時配信型、双方向型のビデオ会

議の形をイメージしていたが、それでは通信量が多くな

る。折しも国立情報学研究所が大学に対してデータダイ

エットを求めていた。日本全体の通信量が情報通信回線

の限界を超えると全ての利用者に大きな影響があるため、

小学校低学年などFace-to-Faceの授業が必要となる教

育対象へ通信量を譲るよう大学に配慮を求めたのだ。そ

こで、講義資料をインターネットから入手し、学習した

後に課題を受け取り、授業中か授業終了後、一定の時間

までに文章で解答する、質疑応答も授業中にチャット

（文字）で行うオンデマンド型で授業を行うことを決めた。

　授業をオンデマンド型にした理由はもう１つある。そ

れは学生への配慮だった。後日、全学アンケートを実施

した結果、学生の７割は自分専用のパソコンを持ち、容

量無制限の通信回線の受信環境であることがわかったの

だが、当時はそうした調査を行う時間も無かった。「受

信環境が最も脆弱な学生に合わせることを考えないと不

公平が生じてしまいます。そこで４Ｇ回線のスマートフ

ォンで受けられる授業とすることにしました」（佐々木

学長）

　しかし、ここにも課題があった。スマートフォンを持

っていない学生がいることがわかったのだ。そこで急遽、

スマートフォンを持たない学生が受信環境を整えるため

に上限２万円の経済支援を行った。

教員と学生の双方に重い負担
学生の質問や意見へのレスポンスが大切

　こうして始まったオンライン授業だが、学生はもちろ

んのこと授業を行う教員の負担も重かった。金子洋之副

学長も自身が担当する授業では、苦心と試行錯誤の連続

だったという。「どんなに通信環境が良くても、１回の

授業では音声が途切れたり、パソコンが不調になったり

という学生が数パーセントは発生します。授業の肝腎な

部分が聞けなかった学生に対して、授業内容をどう担保

するのかが教員としては大変な負担です」と話す。

　これまで通常の対面授業では要点のみを記載したレジ

ュメ等を配布していたが、オンライン授業では詳細な説

明を加えた資料を配布したという。「授業の途中で聞こ
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各教員に働きかける。

　こうしたＷＧの成果や学生アンケートを基にした授業

改善策や前期授業のベストプラクティスを金子副学長が

取りまとめ、冊子にして教員に配布する。金子副学長は

「オンライン授業を始めた以上は、海外からゲストを呼

ぶなど普段の授業ではできない工夫を取り入れたい」と

授業改善への意欲を見せる。

各キャンパスでの通学上限人数を定め
後期は対面授業を再開

　後期からはいよいよ一部の科目で対面授業を再開した。

それに先立ち、１年生に対して、初めて対面でガイダン

スを実施した。佐々木学長は「１年生は４月のガイダン

スもオンラインでした。大学の授業に対するイメージも

持てないままオンライン授業となり、友人づくりなど学

生生活を含め、さまざまな配慮が必要な学年です。ただ、

対面でのガイダンスは強制ではありません」と対面に不

安を持つ学生へも手厚く対応する。

　９月21日からの後期授業では、キャンパスごとに滞

在する学生の人数に上限を設けて対面授業を実施してい

る。実は前期も資格取得のための実習などが必要な科目

は、感染症対策を徹底した上で対面授業を行った。教職

課程のほか公認心理師受験資格のための科目がそれに該

当する。

　後期は、キャンパスごとに上限人数を定めた上で、各

学部から対面で行う授業科目をリストアップしてもらっ

た。それをもとに、履修登録者数を見ながら何度も調整

を行い、ようやく後期の時間割を編成することができた

という。各学年の１週間の通学日数の目安として、１年

生は２日、２年生は１日ないしは２日、３・４年生は１

日と設定しているが、科目選択の状況により、学生によ

っては１週間に５日通学する場合もあるそうだ。そのた

め「履修修正の対象をこれまでよりも広げて、柔軟に対

応することにしています」（佐々木学長）とのことだ。

　佐々木学長は「万一、学内で感染者が発生した際の対

応もあらかじめ準備をして対面授業再開に臨みたい」と

緊張感を保ちつつも「各先生方、事務職員の方々の大変

な努力と、保護者や卒業生組織からの経済的支援のお陰

で、後期授業の準備を整えることができました」と感謝

の言葉で話を結んだ。

えて自由記述欄を設けた。「学生から厳しい意見が出る

ことは覚悟していましたが、後期授業の質をさらに向上

させるためには、何が問題なのかを的確に知りたかった

のです」（佐々木学長）

　全学アンケートの結果、学生の通信環境なども定量的

に把握でき、後期からの授業を改善するための多くの情

報が得られた。また、佐々木学長は「回答数7,307（回

答率41.8％）と社会調査としては非常に高い数値でした。

私は学生たちが大学とのコミュニケーションを強く求め

ていたのだと受け止めています」と語る。全学アンケー

ト結果の内容も踏まえて、感染症対策を徹底しながら、

後期授業では一部の授業で対面授業を再開する決意を固

めたという。

　さらに、全学アンケートを受けて、後期授業を改善す

るための５つのプロジェクトが立ち上がり、そこに５つ

のワーキンググループ（以下、ＷＧ）が設置された。１

つはオンライン授業の基盤ツールの検討ＷＧだ。前期は

Google Classroom、Google Meetなどを利用したが、

後期の基盤ツールを改めて検討した。２つ目のＷＧは、

講義・実習・演習の授業形態ごとに推奨されるオンライ

ン授業の組み立て方法や、授業で使用する教材について

検討するコンテンツ検討ＷＧだ。３つ目は、国際コミュ

ニケーション学部日本語学科の先生方の知見を生かし、

オンライン授業での言葉の発し方や伝え方など聞き手に

伝わりやすい日本語の話法などのアドバイスをまとめる

ＷＧだ。これらの授業内容から教授法に関わるＷＧの議

論は、まさに授業改善の中心となる。

　４つ目のＷＧでは、後期でさらに積極的にネットを活

用した授業を実施するための学生支援策を検討した。そ

の結果、データ通信量無制限型の通信環境を整備しても

らうのに加えて、教材の印刷が学生にとって課題となっ

ており、学生がコンビニエンスストア等でプリントのサ

ービスを利用できるよう全学生に一律１万５千円の給付

を行うことが決まった。そして、パソコン利用を前提と

した授業を進められるよう、パソコンを持たない学生に

対してノートパソコンを貸し出すこととした。

　５つ目のＷＧでは、保健体育系の授業を担うスポーツ

研究所の教員を中心に、オンライン授業の疲労を和らげ

るための35種類のストレッチメニューを考案し、動画

を作った。後期は受講する学生の集中力を高める意味で

も、90分授業の中間時点を目処としてストレッチタイ

ムを設け、これらのストレッチメニューを活用するよう
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